
１．実施期間　　　：　令和５年１２月８日（金）～令和６年１月９日（火）

２．意見等の総数　：８件

３．意見等の項目、区分別件数

件数

32

3

1

3

1

1

2

　基本方針１　健康づくりと「リエイブルメント」による介護予防の実現 2

　基本方針２　自己実現を可能にする環境づくり

3

　基本方針３　未来にわたり持続可能な制度づくり 1

3

5

5

2

　１　計画策定の目的と国の動向

　　　市民政策コメントについて

項目

総件数

第１章　計画策定について

　１　本市の基本理念

　２　計画の位置づけ

　３　計画の期間

第２章　日常生活圏域と地域包括支援センター

　１　日常生活圏域

　２　地域包括支援センター

第３章　鳥取市の現状

　１　高齢者の現状と将来推計

　２　介護保険事業の状況

　３　第８期計画（令和３年度～令和５年度）の進捗状況

　４　各種調査結果の概要

第４章　基本理念と施策

　　施策10　災害・感染症発生時でも継続してサービス提供ができる

　２　施策体系

　３　基本施策

　　施策１　高齢者が自分の状態にあった方法で健康づくり、介護予防に取組むことができる

　　施策２　フレイル等の状態が悪くなっても「リエイブルメント」できる

　　施策３　認知症や要介護状態になっても助け合って暮らし続けることができる

　　施策４　意思決定が困難になっても支援を受けることができる

　　施策５　個人・専門職・地域等の困りごとを相談できる体制ができている

　　施策６　地域活動が活発で社会参加がすすんでいる

　　施策７　介護見込量に応じた介護サービスが提供できる

　　施策８　介護現場の業務が効率化及び改善され、介護人材の確保・定着・育成ができている

　　施策９　介護保険サービスが適切に利用されている

　４　重点的に取り組むテーマ（事業）

　５　サービスの整備方針

第５章　介護保険事業の見込みと介護保険料

　１　要介護認定者数の推計

　２　サービス利用の見込量

　３　介護保険事業に係る費用の見込

　４　第１号被保険者の介護保険料

第６章　資料

その他



意 の概要 市の考え方 
第４章「基本理念と施策」の「4 重点的に取

組むテーマ（事業）」の「（３）高齢者等の意
思や尊厳が守られる権利擁護の取組」で、アドサ
ポセンターとっとりに中核機関を委託し、地域連
携ネットワークづくりに取組むとあるが、国の第 2
期成年後 制度利 促進基本計画に、「市町
村の主体的役割は中核機関の運営を委託した
場合であっても同様である。」との記載があること
から、「必要に応じて、鳥取市も主体となって地
域連携ネットワークづくりに取組む」ことを計画に
加えてはどうか。 

中核機関を委託した場合であっても、鳥取市
の主体的役割は必要であることから、鳥取市にお
ける地域連携ネットワークづくりに中核機関である
「アドサポセンターとっとり」が取組むとともに、鳥取
市も必要に応じて主体となることを計画に加えま
す。 

・介護保険事業計画と「鳥取市認知症施策推
進基本計画」の関係について。 
介護保険事業計画は、「鳥取市地域福祉推

進計画」の個別計画と位置付けられている。これ
らの計画と、「鳥取市認知症施策推進基本計
画」はどのような関係になるのか。また、この関係
を介護保険事業計画に記載する必要があるので
はないか。 

・「鳥取市認知症施策推進基本計画」の策定
時期は早期ということであるが、大まかな目安はど
うなのか。また、関係者会議の設置が急がれる
が、これについてはどうか。 

・令和６年１月に施 された「認知症基本法」
に基づき、鳥取市認知症施策推進基本計画を
策定することとしています。 
 鳥取市認知症施策推進基本計画を今後策
定していく中で、介護保険事業計画との関係を
検討することになります。また、介護保険事業計
画に係る国の基本指針には、認知症施策推進
基本計画の内容を踏まえて認知症施策を推進
していく必要があることに留意することが示されて
います。この点について、計画に記載させていただ
きます。 

・鳥取市認知症施策推進基本計画策定にあた
っては、認知症本人、認知症家族の方、関係団
体等で構成する協議の場を設置し、その中でご
意 をいただきながら、現時点では令和 6 年度
中の策定を予定しています。 

国の第９期介護保険事業計画づくりの基本
指針に沿って、以下の意 を述べる。 
・鳥取市は「高齢化先進地」であり、高齢者が住
み続けるには、医療と介護が欠かせない。地域の
現状に合わせたサービス充実と在宅ケアの強化が
必要であり、地域に適した小規模多機能型施
設と医療・介護の一体化を進め、9 期計画の 3

・高齢者数が最大となる 2040 年を 据え、今
後も地域包括支援センターや地域密着型介護
事業所をはじめとする介護事業所、医療関係者
と連携を図りながら地域包括ケアシステムの深
化・推進に取組みます。 
 新型コロナウイルス感染症により、近年開催で
きておりませんが、希望に応じ説明会を開催させ



年間で鳥取型地域包括ケアシステムの構築に目
いっぱい挑戦してもらいたい。 
・市 が気軽に参加でき、意 を反映できる計
画づくりにしていただきたい。 

ていただくなど、介護保険事業計画を広く市 に
理解いただく機会の検討も っていきたいと考え
ています。 

このような形でのパブリックコメント（市 政策
コメント）が果たして「広く市 の声を聴く」方法と
して適切なのか疑問を感じる。 
専門的で難解な介護保険事業計画書が公式
ウェブサイトにアップされ、１か月間で意 を募集
するという毎回同じ手順では、「広く市 の意 
を聴いた」とはならないのではないか。 

市 政策コメントは市 の皆さまの生活に重
大な影響を及ぼすと考えられる施策の基本的な
事項を定める計画策定に際し、その原案を公表
し、市 の皆さんから寄せられた意 や提言を計
画に反映していくために実施しております。 
実施に当たっては、「とっとり市報」「鳥取市公

式ウェブサイト」等でお知らせしており、計画の概
要版も併せて公表しておりますが、今後はより多く
の方々からご意 や提言がいただけるような方策
について検討いたします。 

・低所得者や生活保護受給者など経済的に困
窮している人でも安心してサービスが受けられるよ
うにしてほしい。 
・サービス利 時に利 料が生じるが、一人残ら
ず安心してサービスを継続できる支援を充実して
ほしい。 

通所介護（デイサービス）の食事等、介護保
険適用外の費用について 援制度はありません
が、経済的に困窮されている方でも安心してサー
ビスが受けられるよう、①１か月に支払った世帯
の利 者負担の合計が上限額を超えた場合
は、超えた分が「高額介護サービス費等」として後
から支給される。②低所得者の方が介護保険施
設やショートステイを利 された場合は、食費・居
住費の負担が軽減される。③社会福祉法人に
おいても、介護サービス費・食費・居住費の軽減
制度がある。等の制度も設けられているところで
す。 

・介護保険料の引き下げをぜひ ってほしい。 
・介護給付費等準備基 を使って介護保険料
を引き下げるべき。 
・高齢者は医療費もかかる。実感できる保険料
の引き下げを求める。 

計３件 

第９期計画では、国も低所得者に配慮した
保険料段階を示しています。介護保険料の積算
にあたっては、介護保険給付費の積算を適正に
 積し、可能な限り介護給付費等準備基 を
活用して、被保険者の負担軽減を図ります。 

介護保険制度における国の財源負担割合の
 直しについて。 
 国が現在より多く財源を負担し、市町村や介
護保険料の負担分を減らせるよう国に強く要望

国の負担割合の 直しについては、全国市 
会等を通じて国に要望していきたいと考えていま
す。 



してほしい。 
施策目標に記載のある「リエイブルメント」は市
の認識がまだ少ないのに柱に位置付け、「リエ

イブルメント（再  ）」が原則になっている。 
『「リエイブルメント」できなくても、  管理によっ
て  した生活が維持できる』という施策の方向
性を入れるべきではないか。 

  管理によって  した生活が維持、また
は再獲得できることが、リエイブルメントの考え方に
なります。 

施策３「認知症や要介護状態になっても助け
合って暮らし続けることができる」について、 政の
計画方針の表現としてふさわしくないと思う。「安
心して」という表現にすべきではないか。 

計２件 

第９期計画の施策目標は、ありたい姿（目
指すべき状態）を施策目標にしています。助け
合い（自助・互助・共助・公助）によって認知
症や要介護状態になっても安心して暮らし続けら
れることを目指しているものです。 

基本方針３．「未来にわたり持続可能な制
度づくり」 について。 
介護保険制度が始まって 20 年を過ぎ、利 

者である被保険者に、持続可能を意識させると
いうのはいかがなものかと思う。持続可能な制度
を考えるのは、国、 政の仕事である。「安心して
利 できる」とすべきではないか。 

この方針は、主に市の取組みや介護事業所の
取組への支援を うことでサービス基盤の整備、
人材確保対策を うことにしています。そのため
「未来にわたり持続可能な制度づくり」を方針とし
ています。 

重点的に取組むテーマ（事業）として、「地
域包括支援センターの重要性はますます大きくな
っており、機能強化を含めた体制整備について継
続した検討を います」とあります。 
重要性を認めているならば、検討ではなく、

「体制整備を います」とすべきではないか。 
包括支援センターの相談支援体制は要であ

り、むしろ強化が必要だと思います。 

地域包括支援センターの体制整備について
は、国が示す方針等を参考にしながら、効果的
な方法を検討し、体制を強化していく考えとして
います。 

・特別養護  ホームの建設計画を入れるべき
ではないか。 
・少なくとも、 規模特別養護  ホームは新
規整備する必要があると思う。 

計２件 

施設整備については、サービスの整備方針のと
おりとしており、第9期計画で特別養護  ホー
ムの新設は わないこととしています。 

計画書１ページの図、空き家の定義はどうなっ
ているか。 
また、高齢者就労の増加により労働 減少が

人口減少や後期高齢者の増加に伴い起こる
であろう主な社会の変化を図示したものです。こ
こでの空き家は人が住んでいない家として記載し



多いということか。 ています。 
人口減少が進むことにより、労働 不 が起き
る。また高齢者の就労も増加することを示してい
ます。 

３ページの図、社会参加の中に就労は入らない
のか。 

地域共生社会の考え方を図にした厚生労働
省の資料の記載になります。広い意味では社会
参加の中に就労も含まれますが、この図では、就
労や（就労以外の）社会参加の場や機会の提
供という記載になっています。 

鳥取市は合併後2万人近く人口が減っていま
すが、世帯数は 7000 世帯増えています。このこ
とも考慮すべきではないか。 

ひとり暮らし高齢者数等についても記載してお
り、世帯数の増加は考慮すべき点と考えます。 

健康寿命としての記載で、男性の場合、要介
護 2 と認定された場合、余命は 1.75 年というこ
とになります。少し違和感があります。 

要介護２以上と認定された期間を不健康な
期間としています。統計的にデータを処理したもの
でありご理解ください。 

健康寿命という記載は健康余命ではないか。 
計２件 

健康寿命で統一して表記させていただいてい
ます。 

介護施設から病院、再び介護施設へというの
は日常なのに医療の問題点についても議論すべ
きだと思う。 

介護と医療は密接な関係にありますが、医療
の主な問題点は都道府県が策定する医療計画
等で議論をすべきと考えます。 

「リエイブルメント」について、「再獲得」との表記も
あるが、「再  」とどちらが良いか。 

リエイブルメントを日本語で表すと「再  」と
なります。再  をわかりやすく表現するため、
「自身の状態にあった望む暮らしの再獲得」を再

として説明しています。 
介護医療院等 施設に関する情報が地元紙

やローカル番組で少ないように思います。 
介護保険で利 できる主なサービスについて、

鳥取市公式ウェブサイトでも紹介していますが、
今後も市 の皆さまに分かりやすい周知に努めて
まいります。 

 BCP も用語解説に入れるべきではないか。 BCP（業務継続計画）は本文に注釈を加え
ます。 

介護保険料の減免・執 猶予について 
説明文には、徴収猶予とありますが、そちらの

方が良いのではないか。 

タイトルを「介護保険料の減免・軽減」に修正
します。 

 「計画策定の目的と国の動向」の制度改正の
記載に、昨年６月に認知症基本法が成 した
ことを加えた方が良いのではないか。 

制度改正の記載については、国が示す第９期
介護保険事業計画の基本指針の 直しのポイ
ントのみを掲載しております。 



 施策目標に「介護 込量に応じた介護サービ
スが提供できる」とあるが、「必要とされる介護サ
ービスが提供できる」という表現が良いのではない
か。 

施策目標⑦を「必要とされる介護サービスが提
供できる」に修正します。 

リエイブルメントを基本方針に明記し、重点的
に取組むなら、「短期集中予防サービスの実施」
ではなく、「強化及び拡充」としたほうが良い。 

「短期集中予防サービスの充実」に表記を修
正します。 


